	　　年　　月　　日

（あて先）加賀市長　

住所（所在地）
氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　　印

補助金交付申請書
加賀市補助金交付規則第４条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請

いたします。

記

１　補助年度　　　　　　　　年度

２　事業名　　　加賀市合併処理浄化槽設置事業

３　補助金申請額　　　　　　　　　　　　　円
４　事業の目的　　　小型合併処理浄化槽の設置
５　事業の内容及び経費配分（別紙のとおり）

６　事業実施期間　　　着手予定　　　　　　年　　月　　日

完了予定　　　　　　年　　月　　日

７　添 付 書 類
(1) 設置場所の位置及び平面図    (2) 浄化槽の設置届出書の写し又は建築確認通知書の写し

(3) 事業計画書                  (4) 合併浄化槽等設置費の見積書及び計算書の写し

(5) 登録浄化槽管理票(C票)      (6) 保証登録証 (市町村)

(7) 登録証の写し                (8) 浄化槽設備士免状の写し

(9) し尿浄化槽調書              (10) 工場生産浄化槽認定ｼｰﾄ

(11)その他市長が必要と認める書類



様式第１号

収支予算書
事業名：加賀市合併処理浄化槽設置事業

箇　所：加賀市　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．収入の部

	費　　　　　目
	本年度予算額
	前年度予算額
	差引増△減
	備　　考

	加賀市補助金

自己負担

計
	円
	円
	円
	


２．支出の部

	費　　　　　目
	本年度予算額
	前年度予算額
	差引増△減
	備　　考

	合併処理浄化槽
設置費

人槽1基

計
	円
	円
	円
	


事業の内容及び経費配分
	事業名
	加賀市合併処理浄化槽設置事業
	

	事業の内容
	事業費
	補助割合
	事業費の負担区分
	摘　　要

	
	
	
	自己負担金
	補　助　金
	
	計
	

	合併処理浄化槽設置

          町            

    人槽   1基
計
	円
	定額


	円
	円
	円
	円
	


事　業　計　画　書

１．事業計画者

	費　 目
	申  請  者
	施  工  業  者
	浄 化 槽 設 備 士

	住　 所
	
	
	取得年月日

　　年　　月　　日

第　　　　　　　　　号

	氏　 名

（名称及び代表者名）
	
	登録番号

石川県知事届　　　号
	


２．事業計画の内容

	処理対象人員
	算  定  人  員
	使 用 予 定 人 員

	人槽
	住宅床面積　　　　㎡

人
	人

	浄 化 槽 の 区 分 等
	メ ー カ ー ・ 型 式 ・ 認 定 番 号 ・ 製 造 番 号

	1 合併処理浄化槽

2 変則合併処理浄化槽
	（認定番号　　　　　　　　　　　　　　）

（製造番号　　　　　　　　　　　　　　）


（別記様式）
	住宅部分の浄化槽処理対象人員算定資料

	　今般、屎尿浄化槽（小型合併処理浄化槽）の設置を予定している下記建築物は、建築物の使用状況から判断し、「建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準（JISA3302）」（以下「JIS算定基準」という。）の算定人員では、実情に添わないので、下記の算定人員とする。

	設 置 場 所
	し尿浄化槽調書（浄化槽設置届出書）記載のとおり

	浄　化　槽
設置建築物
の　概　要
	工事種別
	□　新　築　  　□　増　築　　  □　既存施設

	
	用　　　途
	□　専用住宅
	□　店舗等併用住宅

	
	住宅の規模
	住宅部分の面積　　他の部分の面積　　 建築物の延べ面積
(　　　　　㎡)　＋（　　　　　㎡）＝　　　　　　　　㎡

	浄 化 槽 の

形　　   式
	告示区分
	□　第1第4・5号　 及び第13の規定に基づき、同等以上の

□　第1第6号　　　効力があると認められたもの　＊1

	
	性能評定値
	BOD濃度：　　mg/㍑以下・Ｔ－Ｎ濃度：　　mg/㍑以下 ＊2

	処理対象
人員の算定
	JIS算定基準

（住宅部分のみ）
	＊3

	
	＊4

実居住人員
	現に居住　　　将来増加が見　　　　＊5

する人員　　　　　込まれる人員　　余裕人員　  処理対象人員
（　　 人）＋　（ 　　　　人）＋（　　人）＝　　　　　　人

	処理対象

人員決定
	□（JIS算定基準）＞（実居住人員）→ 実居住人員を処理対象算定人員とする。
□（実居住人員）＞（JIS算定基準）→ 実居住人員を処理対象算定人員とする。
□（処理対象人員が5人未満の場合）→ 処理対象算定人員を5人とする。

□（処理対象人員が10人以上の場合）→ 処理対象算定人員を10人とする。

	
	以上のことから、住宅部分の算定人員は　　　　　　人とする。


注）該当する□にレ印を付けること。

＊1  評価書の写しを添付（第１第６号及び第13号の規定に基づき、同等以上の効力があると認められたものに限る。）すること。

＊2  ＢＯＤ濃度及びT－N濃度については、評定書記載の放流水質を記入すること。

＊3  住宅部分のみの面積を記入すること。なお、店舗等併用住宅の住宅部分以外は、JIS算定基準により算出すること。

＊4  実居住人員は、現に居住する人員（住民票の人数）に、結婚、親族との同居等により増加が見込まれる人員及び一時的な人員増加等に対応するための１人以上の余裕人員（以下「余裕人員」という。）を加えたものとして算定する。

＊5  第１第６号の浄化槽及び第13の規定に基づき同等以上の効力があると認められた浄化槽については、余裕人員を加えないことができる。

確　　　　約　　　　書

　　　　年　　月　　日

加　賀　市　長　

住所
又は所在地
氏名
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
記

加賀市合併処理浄化槽設置事業において、合併浄化槽設置後は、浄化槽法第７条及び第11条の水質検査を受け、又維持管理業者との浄化槽維持管理委託契約を締結して、良好な維持管理に努めることを確約いたします。

参　考

第７条 （設置後等の水質検査）

使用開始後3ケ月を経過した日から５ケ月間のうちに水質検査受ける。

第11条（定期検査）

毎年１回の水質検査を受ける。

	申請する行政サービス・許可及び認可
	

	担 当 課
	（担当 職        氏名 　　　　　     内線 　 　 ）


別記様式(第4条関係)

	　　年　　月　　日

(宛先)加賀市長　　　　

	
	住所又は所在地
	

	
	氏名又は名称及び代表者名
	㊞

	市税等納付状況調査同意書
　加賀市税等の滞納者に対する特別措置に関する条例施行規則第3条に規定する行政サービス並びに許可及び認可の申請に当たり、次の市税等の納付状況について調査されることに同意する。

調査対象の市税等

(1)　加賀市税条例(平成17年加賀市条例第74号)第3条に規定する税目
(2)　加賀市国民健康保険税条例(平成17年加賀市条例第156号)第1条第1項に規定する国民健康保険税
(3)  加賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例(平成27年加賀市条例第18号)第1条に規定する利用者負担額(同条例附則第3項の規定により利用者負担額とみなされる廃止前の加賀市保育園の費用徴収に関する条例(平成17年加賀市条例第127号)第2条に規定する保育料を含む。)

(4)　加賀市農業集落排水施設及び小規模集合排水処理施設条例(平成17年加賀市条例第196号)第13条に規定する農業集落排水施設又は小規模集合排水処理施設の使用料
(5)　加賀市公共下水道条例(平成17年加賀市条例第193号)第13条第1項に規定する公共下水道の使用料
(6)　加賀市地域下水道条例(平成17年加賀市条例第195号)第13条に規定する地域下水道の使用料
(7)　加賀市営住宅条例(平成17年加賀市条例第185号)第14条第1項に規定する市営住宅の家賃

(8)　加賀市水道事業給水条例(平成17年加賀市条例第200号)第26条第1項に規定する水道料金

(9)　加賀市飲料水供給施設条例(平成20年加賀市条例第25号)第4条に規定する給水使用料金


[市税等納付状況調査結果記載欄]※下の欄は記入しないでください。

	調査年月日
	　　　　年　　月　　日
	調査担当職員
	

	賦課及び

納付状況
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)
	(6)
	(7)
	(8)
	(9)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	調査結果
	　上記申請者について、市税等の納付状況を調査した

結果は、次のとおりである。

１　市税等の滞納が無い。

２　市税等の滞納が有る。

(備考)


	(確認印)


